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建設工事の一時中止に係る事務処理要領について（通知） 

 

標記について、建設工事の一時中止に係る増加費用について（防整技第５２９

８号。３０.３.３０）の規定に基づき別冊のとおり定め、令和３年１０月１日以

降に入札公告を行う工事から適用することとしたので通知する。 

なお、建設工事の一時中止に係る事務処理要領について（防整技第５２９９号。 

３０．３．３０）は、令和３年９月３０日限りで廃止する。 
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第１ 目的 

本事務処理要領は、建設工事請負契約書（建設工事請負契約書について（防整施

（事）第１４６号。２８．３．３１）別冊第１及び別冊第２の建設工事請負契約書

をいい、以下「契約書」という。）に基づき工事の中止を行う場合において、具体的

な事例や発注者及び受注者双方の留意点を明示し、受発注者間の理解に貢献するこ

とで、契約関係における責任の所在の明確化や契約内容の透明性の向上を図るとと

もに、工事の中止に伴う事務処理の円滑な実施を図ることを目的とする。 

なお、工事一時中止に伴う設計変更は、建設工事の設計変更事務処理要領につい

て（防整技第５３００号。３０．３．３０）によらず、本事務処理要領により実施

されたい。 

 

第２ 一時中止に係る手続の基本フロー 

一時中止に係る手続の基本フローは、別紙第１のとおり。 

 

第３ 一時中止の通知 

発注者は、契約書第２１条に基づき工事の全部又は一部の施工を一時中止（以下

「一時中止」という。）するに当たっては、受注者に対して一時中止の理由、一時

中止する工事の工種、工事区域、一時中止期間及び工事現場を維持管理するために

必要な管理体制の基本的事項を別紙様式第１により通知する。 

発注者は、当該通知を行うに当たっては、次の事項に留意すること。 

１ 全般事項 

（１）一時中止に係る通知は、工事の完成前までに行う。 

（２）一時中止期間は、一時中止を通知したときから一時中止の要因となっている事

由が解消し、受注者が工事現場に入り作業を再開できると認められる状態になっ

たときまでとする。 

なお、発注者は、一時中止している工事について、作業を再開できると認めた

ときは工事の再開を別紙様式第２により受注者に通知する。 

（３）発注者は、一時中止の要因となっている事案の解決にどのくらい時間を要する

か実現可能な計画を立て、工事を再開できる時期を通知する。 

（４）一時中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５が６月を超えるときは、

６月）を超える場合、契約書第５４条第１項第２号の規定により、受注者は解除

することができることに留意する。 

（５）発注者は、一時中止に伴う工期の延長又は請負代金額の増加費用を適正に確保

する。 

（６）一時中止期間における監理技術者等（現場代理人、監理技術者、監理技術者補

佐及び主任技術者をいう。以下同じ。）の取扱いについては、一時中止期間中は、



 

専任を要しない期間であるほか、受注者の責めに帰すことができない事由による

工事中止で工期を延長する場合は、監理技術者等の途中交代が認められる。 

２ 一時中止の要因となる事例 

（１）契約書第１７条に規定する工事用地等の確保が行われない場合 

（２）契約書第１９条に規定する設計図書と実際の施工条件の相違又は設計図書の

不備が発見されたため施工を続けることが不可能な場合 

（３）設計変更等により計画通知の変更手続が必要になり、工事の施工を止める必要

がある場合 

（４）同一現場内に建築、土木、機械、電気又は通信の複数工事があり、一部の工事

の契約が成立せず、他の契約済みの工事が施工できない場合 

（５）同一現場内に建築、土木、機械、電気又は通信の複数工事があり、一部の工事

で大幅な施工の遅延が生じ、他の契約済みの工事が施工できない場合 

（６）同一現場内に建築、土木、機械、電気又は通信の複数工事があり、一部の受注

者に倒産等の施工できない状況が発生し、他の契約済みの工事が施工できない場

合 

（７）地中障害物・埋設物の調査又は処理を行う場合 

（８）埋蔵文化財の調査又は発掘を行う場合 

（９）天災により地形に物理的な変動があった場合 

（10）妨害活動を行う者による工事現場の占拠及び著しい威嚇行為があった場合 

３ 通知に係る記載内容 

（１）一時中止をする理由には、「用地取得が未了のため。」、「計画通知確認未了のた

め。」、「台風災害による復旧作業のため。」など具体的な理由を記載する。 

（２）一時中止する工事の工種には、「工事着工に係る全般」、「今後着手予定の全て

の工種」、「アスファルト舗装に係る部分」、「コンクリート工事に係る部分」など

具体的な工事の工種を記載する。 

（３）一時中止する工事区域には、「全ての工事区域」、「庁舎地区」、「隊舎２階部分

以降に係る区域」、「護岸工事に係る区域」など具体的な工事区域を記載する。 

（４）一時中止する期間には、「令和○○年○月○日から令和○○年○月○日まで」、

「当分の間（工事再開通知が出されるまでの間）」など具体的な期間を記載する。 

（５）管理体制の基本的事項には、監理技術者等の専任の有無、工事現場の巡視、関

係者の緊急連絡体制及び対応、その他特記すべき事項を記載する。 

（６）（１）～（５）の内容を踏まえた一時中止に係る通知の記載例を次に示す。 

 

 

 

 



 

（記載例） 

令和  年  月  日 

 

受注者住所 

会 社 名 

代表者氏名      殿 

 

契約担当官等       

   

 

工事の一時中止について 

 

工事名 ○○○○○工事 

工 期 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 

令和○年○月○日に契約を締結した上記工事は次により工事を一時中止されるよ

う、契約書第２１条第２項の規定により通知します。これに伴い現場管理計画書を作

成し、提出をお願いします。 

 

１ 一時中止をする理由：用地取得が未了のため 

２ 一時中止の内容 

（１）一時中止する工事の工種：全ての工種 

（２）一時中止する工事区域：全ての工事区域 

（３）一時中止期間：令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

３ 管理体制の基本的事項 

一時中止期間における工事現場の維持管理を付紙により行うこと。 

４ 現場管理計画書の提出 

一時中止期間中の維持管理に関する現場管理計画書を発注者に提出し、その承諾 

を得ること。 

                               ※下線部記載例 

 

 

 

 

 

 



 

付紙 

 

一時中止期間における工事現場の維持管理の基本的事項 

 

（監理技術者等の専任の有無について） 

 ・監理技術者の専任を要しないこととする。（要する場合は理由を記載） 

 

（工事現場の巡視について） 

 ・工事現場内を（○毎日、○その他（  ））、（○午前、○午後）に巡視し、施工中

の工事目的物及び仮設設置物などの点検を実施すること。また、台風や震度４以

上の地震が発生した場合も直ちに点検を実施し、その結果について監督官に報告

すること。 

  なお、現場の巡視を行った際には作業日報を作成すること。 

 

（関係者の緊急連絡体制及び対応について） 

 ・緊急時における連絡体制表を作成し、監督官へ提出すること。 

 

（その他） 

 ・工事再開が通知された際には、速やかに工事の施工を開始できるよう準備をして

おくこと。 

 

※下線部記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４ 現場管理計画書等の提出 

１ 現場管理計画書 

発注者は、受注者に対し一時中止を通知した場合、一時中止期間中の工事現場の 

維持管理に関する計画書（以下｢現場管理計画書｣という。）を、別紙様式第３によ 

り提出させる。 

発注者は、受注者に現場管理計画書の提出を求めるとき又は受注者から提出され

た現場管理計画書の記載内容を確認するときには、次の事項に留意すること。 

（１）現場管理計画書には、一時中止時点における工種の出来形、職員の体制、労務

者数、搬入材料及び建設機械器具に関すること、一時中止に伴う工事現場の体制

の縮小と再開に関すること、工事現場の維持管理に関すること、一時中止に伴う

増加費用及び算定根拠に関すること並びに一時中止した工事現場の管理責任に

関することの基本的事項を明示する。 

（２）発注者は、受注者から提出された現場管理計画書に支障が無いと認めるときは、

これを承諾する。 

（３）一時中止期間中であっても工事現場の維持管理は、受注者が善良な管理者の注

意をもって行う。 

なお、善良な管理者の注意とは、職業や専門家としての能力、社会的地位など

から、通常期待される注意義務のことをいう。 

（４）実際に工事着手する前の事前調査や施工計画作成中であっても、工事現場の維

持管理は必要であることから現場管理計画書を提出させる。 

（５）現場管理計画書の作成に当たっては、受発注者間において十分な調整を行い、

記載内容について双方で確認するものとする。 

（６）一時中止期間の変更など現場管理計画書の内容に変更が生じる場合は、受注者

に変更現場管理計画書を作成させる。 

２ 工期短縮計画書 

発注者は、一時中止した工事の再開に当たり中止期間相当分の工期延長を行わな

い場合、その旨を受注者に請求するとともに、工期短縮に伴い新たに発生する費用

に関する計画書（以下｢工期短縮計画書｣という。）を別紙様式第４により提出させ

る。 

発注者は、受注者から提出された工期短縮計画書の記載内容を確認するときには、 

次の事項に留意すること。 

（１）工期短縮計画書には、工期短縮に必要な施工計画、安全衛生計画に関すること、

工期短縮に伴う施工体制及び短縮期間に関すること並びに工期短縮に伴い新た

に発生する費用に関することの基本的事項を明示する。 

（２）発注者は、受注者から提出された工期短縮計画書に支障が無いと認めるときは、

これを承諾する。 



 

（３）工期短縮計画書の作成に当たっては、受発注者間において十分な調整を行い、

記載内容について双方で確認するものとする。 

（４）受注者は、発注者が承諾した工期短縮計画書に基づき、工程の遵守に努める。 

（５）工期短縮に伴う増加費用については、工期短縮計画書に基づき設計変更を行う。 

 

第５ 工期又は請負代金額の変更 

発注者は、工事を一時中止した場合において必要があると認められるときは、工     

  期又は請負代金額について受注者と協議を行い、変更契約を行う。 

 

第６ 増加費用 

１ 増加費用の負担区分 

（１）一時中止に伴う増加費用は、次の各号に掲げる費用とする。 

ア 工事現場の維持に要する費用 

     一時中止期間中、工事の続行に備えて工事現場を維持し、かつ、建設機械器

具、労務者及び現場作業員を保持させるために必要とされる費用。 

イ 工事体制の縮小に要する費用 

  一時中止前の工事体制から一時中止期間中の維持体制に移行するために不

要となった建設機械器具、労務者及び現場従業員の配置転換に要する費用。 

ウ 工事の再開準備に要する費用 

     工事の再開予告後、工事を再開できる体制にするために工事現場に再投入さ

れる建設機械器具、労務者及び現場従業員の転入に要する費用。 

エ 一時中止により工期延長となる場合の費用 

  一時中止により工期延長となることにより生じる社員給与、現場事務所費用、 

材料の保管費用及び仮設諸機材の損料に要する費用。 

オ 工期短縮に要する費用 

     工期短縮を行う要因が発注者に起因する場合又は自然条件（自然災害を含

む。）の影響に起因する場合における工期短縮に要する費用。 

カ 契約後、準備行為着手前に要する費用 

     一時中止に伴う費用は、発生しないことから計上しない。ただし、工期短縮

を行った場合及びキャンセル料が発生する場合は除く。 

     なお、契約後、準備行為着手前とは、契約締結後で、現場事務所・工事看板

が未設置、材料が未手配の状況で測量等の準備行為に着手するまでの期間をい

う。 

   キ 準備行為期間に要する費用 

     準備行為期間に発生する工事看板の損料、現場事務所の維持費、土地の借地

料及び現場管理費（監理技術者等の現場従業員手当）に要する費用。 



 

     なお、準備行為期間とは、契約締結後で現場事務所を設置し、測量等の本工

事施工前の準備行為期間をいう。 

   ク 本支店における増加費用 

     一時中止に係る工事現場の維持等のために必要な受注者の本支店における

費用 

   ケ 消費税等相当額 

     現場及び本支店における増加費用に係る消費税及び地方消費税に相当する

費用 

（２）増加費用又は損害費用の負担は、契約内容の変更によって間接的に生じる費用

であり、契約内容の変更以外の事由によって生じる費用については発注者の負担

額である。 

なお、具体的には一時中止により生じた現場の維持管理費、労務者や現場従業

員の転入に要する費用、間接的に生じる増加費用や発注者に過失があった場合の

損害賠償費のことである。 

２ 増加費用の算定方法 

（１）受注者は一時中止に伴う増加費用に係る請負代金額の変更が必要な場合、別紙

様式第５により協議を行う必要がある。 

 別紙様式第５の提出にあたっては、現場管理計画書又は変更現場管理計画書に

従って実施し、その実施に必要とした増加費用の見積書及び見積書の根拠資料と

して、支出した明細書等を添付するものとする。支出した明細書等とは、中止期

間中における事務用品等にかかった費用が分かる請求書等、現場代理人等の給与

明細等や作業日報のことをいう。なお、根拠資料が提出されない場合、請負代金

額の変更の対象とはならない。 

（２）発注者は、受注者より請負代金額の変更協議があった場合、受注者から提出さ

れた見積書及び見積書の根拠資料により妥当性が確認できたものを増加費用と

して計上を行い、指定仮設など当初予定価格の作成時に積み上げで算定していた

ものについては、当初の積算に倣い算定することとする。 

（３）発注者が作成する請負代金額の変更協議に係る内訳書は、別紙第２を参考とし

別紙様式第６に添付し受注者と変更協議を行う。なお、計上した増加費用は工事

原価に含め、一般管理費等の対象とし、原契約の工事費とは別の項目として記載

することとする。また、落札率は設計変更と同様に対象とする。 

（４）受注者は前項による発注者からの請負代金額の変更協議に異存がない場合は

別紙様式第７により承諾書を提出するものとする。 

（５）一時中止に伴う増加費用の協議及び契約変更は、原則、工事の再開後速やかに

行うものとする。 

 



 

（６）受注者は一時中止に伴う請負代金額の変更協議を行う場合、増加費用の見積書

及び見積書の根拠資料の提出にあたっては、次を参考に提出するものとする。 

 



 
 

【請負代金額の変更協議を行うにあたり必要な書類の作成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①見積書【例】 

増加費用における変更協議を行うにあたり、受注者は協議額に関する見積

書及び見積書の根拠資料（支出した明細書等）を発注者へ提出する。 

見積書の構成として以下を参考に作成。 

①見積書 

②見積書に係る内訳書 

③経費支払集計表 

④経費別支払調書（各月） 

⑤給与の内訳書（各月） 

②見積書に係る内訳書【例】 

当初契約金額       ○○○○○ 円 ○○○○○ 円

増 加 金 額 2,852,520 円 2,593,200 円

税抜契約金額

税抜増加金額

○○○○株式会社 ○○支店

工事の一時中止に伴う増加費用に関する見積書

工   事   名 ○○○○○工事

工    期 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで

一時中止期間 令和○年４月１日から令和○年７月３１日まで

令和  年  月  日

契約担当官等 

         殿 

 

    受注者住所        

会 社 名        

                        代表者氏名        

  ○○工事に係る一時中止に伴う請負代金額の変更について 

 

現在当社で施工中の○○工事の一時中止に伴う請負代金額の変更について、工事請

負契約書第２１条第３項により下記のとおり協議いたします。 

 

記 

 

協議額  ￥  ２，８５２，５２０ 

 

規 格 単 位 数 量 単 価 金 額 摘 要
式 1
式 1
式 1 15,000
式 1 100,000
式 1 105,000
式 1 80,000

式 1 1,393,200
4月～６月（巡回）
7月（常駐）

式 1 500,000 7月（常駐）
400,000

2,593,200

工事名 ○○○○○工事
項 目

工事一時中止に伴う増加費用
（１）現場維持管理費等
  ・福利厚生費
  ・事務用品費
  ・通信交通費
  ・現場事務所費

（２）本支店等の費用

  ・従業員給料手当

    現場代理人

    監理技術者



 

③経費支払集計表【例】 

④経費別支払調書（各月）【例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福利厚生費 事務用品費 通信交通費 現場事務所費 合計
― 30,000 25,000 20,000 75,000

5,000 20,000 25,000 20,000 70,000
5,000 20,000 25,000 20,000 70,000
5,000 30,000 30,000 20,000 85,000
15,000 100,000 105,000 80,000 300,000

６月
７月

４月
５月

合計

見積書の根拠資料（請求書等）【例】 

20,000コピー代、リース費 ○○株式会社

現場事務所費
レンタルハウス

仮設トイレ

通信費

事務用品費

通信交通費

電光熱費

計

小計

○○株式会社

消耗品 ○○株式会社 10,000
30,000

25,000

11,000
9,000

○○株式会社
○○リース

小計

10,000

４月分

小計 20,000

備考

○○株式会社 15,000

75,000

項目 種別 支払先 金額
（税抜金額）



 

見積書の根拠資料（給与明細）【例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本給 超勤手当 住居手当 他手当
280,000 - 25,000 29,000

総支給額
334,000

健康保険 介護保険 厚生年金 厚生基金 雇用保険 住民税 課税対象額 所得税
18,000 - 20,000 - 1,000 18,000 300,000 7,000

控除額計
64,000

給 与 明 細（６月）

差引支給額
270,000

氏  名
○○ ○○

支
払

控
除

所 属
○○

給与の計上例(現場代理人) 

【設定】4 月～6 月は巡回、7 月は工事の再開準備として現場に常駐 

・６月は作業日報（次ページ）に基づき 60％の作業実施率であることから、給与明細

（6 月）のうち 60％分の給与を見込む。 

（例）334,000（円）×60（％）＝200,400（円） 

・賞与配賦金は、社内規定に基づき支払われている賞与を各月毎に割り戻し作業実施率

に応じて計上を行う。 

（例）7 月に賞与 840,000 円（半期分）が支払われている場合。 

 840,000（円）÷６（ヶ月）＝140,000（円）…1 月あたり賞与配賦金 

 ６月は作業実施率 60％であることから、以下のとおり見込む。 

 140,000（円）×60（％）＝84,000（円） 

 

⑤給与の内訳書（各月）【例】 

賞与額
840,000

総支給額
840,000

健康保険 介護保険 厚生年金 厚生基金 雇用保険 課税対象額 所得税
30,000 - 40,000 - 5,000 300,000 20,000

控除額計
95,000

差引支給額
745,000

支
払

控
除

賞 与 明 細（７月）

所 属 氏  名
○○ ○○ ○○

現場代理人（○○ ○○）

1,001,200

200,400

４月
５月
６月

給与 

合計 392,000 1,393,200
７月 140,000 540,000

84,000
84,000
84,000

284,400
284,400
284,400

賞与配賦金 給与手当小計

400,000

200,400
200,400

基本給 超勤手当 住居手当 他手当
280,000 - 25,000 95,000

総支給額
400,000

健康保険 介護保険 厚生年金 厚生基金 雇用保険 住民税 課税対象額 所得税
20,000 - 25,000 - 1,500 18,000 300,000 7,000

控除額計
71,500

差引支給額
328,500

支
払

控
除

給 与 明 細（７月）

所 属 氏  名
○○ ○○ ○○



 

増加費用にて現場代理人等の給与を見込む場合は、中止した工事の作業に関する部分のみ見込むこととし、作業日報を当該中止 

工事に係る作業とそれ以外の作業に分けて整理し作成するものとする。（以下、作成例） 

・1 日あたり所定労働時間８時間とし、中止した工事に関する作業と、それ以外に分けて日報の作成を行う。 

 （例）6 月 4 日（木）台風通過に伴う現場の見回りの実施を 8 時～12 時まで行った場合は中止時作業割合として 50％となる。 

・一時中止中の工事に関する中止時作業を各月ごと集計。 

 （例）１ヶ月あたりの平均所定労働時間数を基に月毎の中止時作業割合を算出。（所定労働時間数は各社就業規則による） 

１ヶ月あたりの平均所定労働時間数を１６０時間と仮定。 

    ６月の中止時作業が９７時間の場合、6 月における中止時作業割合は９７(時間)÷１６０(時間)＝0.6062 となる。 

    以上より６月における中止時作業割合は６０％とする。（整数止め、切捨て） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見積書の根拠資料（作業日報）【例】 
現場代理人：○○ ○○

月 日 曜日 作業時間 作業実施率
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 - -
通常時作業 - -
中止時作業 - -
通常時作業 - -
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%

中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 184時間 100%
通常時作業 - 0%

火
工事再開に係る準備

-

～

31 金
工事再開に伴う準備

-

計

金
工事再開に係る準備
なし

30 木
工事再開に伴う準備

-

5 日
-
-

6 月
工事再開に係る準備

-

7

4 土
-
-

作業内容

○年
7月

（常駐）

1 水
工事再開に係る準備
なし

2 木
工事再開に係る準備
なし

3

現場代理人：○○ ○○
月 日 曜日 作業時間 作業実施率

中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 - 0%
通常時作業 8時間 100%
中止時作業 - 0%
通常時作業 8時間 100%
中止時作業 4時間 50%
通常時作業 4時間 50%
中止時作業 - 0%
通常時作業 8時間 100%
中止時作業 - -
通常時作業 - -
中止時作業 - -
通常時作業 - -

中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 8時間 100%
通常時作業 - 0%
中止時作業 97時間 60%
通常時作業 63時間 40%

29 月
工事再開に伴う準備

-

作業なし

6 土

4

5

水

木

金

7 日
-
-

-
-

作業内容

1 月

2 火

台風対策に伴う現場の点検
なし
作業なし
他工事（○○○）に係る施工計画書の作成

-
工事再開に伴う準備

火30

計

○年
６月

（巡回）

～

他工事（○○○）に係る打合せ
台風通過に伴う現場の見回り
他工事（○○○）に係る打合せ
作業無し
他工事（○○○）に係る現場踏査

3



 
 

（７）中止期間中の現場維持等の費用は、工事一時中止に伴う増加費用として工事原

価に原契約の工事費とは別項目として計上する（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 一時中止に伴う本支店における増加費用を含む 

※2 一時中止に伴う消費税等相当額における増加費用を含む 

 

図 増加費用の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事一時中止に伴う増加費用 

工事現場の維持に要する費用 

工事体制の縮小に関する費用 

工事費 

工事価格 

消費税等相当額※2 

工事原価 

一般管理費等※1 

工事一時中止に伴う増加費用 

共通仮設費 

現場管理費 

直接工事費 

工期短縮に要する費用 

契約後、準備行為着手前に要する費用 

準備行為期間に要する費用 

工事の再開準備に要する費用 

一時中止により工期延長となる場合の費用 



 

（８）防衛省が実施する土木工事を除く建設工事（建築工事、電気設備工事、機械

設備工事、通信工事）においては、一時中止（一部一時中止の場合も含む。）が

あった場合、共通仮設費率及び現場管理費率の算定に用いるＴ（工期）には、

一時中止期間を含まないものとする。（下図参照） 

 

図 一時中止があった場合におけるＴ（工期）の取扱いイメージ 

 

第７ 不測の事態が生じた場合における取扱い 

施工場所が災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項に規定

する警戒区域として設定された区域に、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第５２条第２項第１号に

規定する要避難地域として指示された地域に含まれるなどの不測の事態が生じて

施工ができなくなった場合の工事の一時中止については、この事務処理要領によ

らず、契約書第６７条に基づき受発注者間で協議を行う。 

 

第８ 工事特記仕様書への記載 

   一時中止とした工事の再開後に受発注者間で増加費用に関するトラブルが発生

することを回避するため、特記仕様書には適切な条件明示（関係機関との協議状

況など、工事着手に関する条件）を行うこととする。 

   また、工事特記仕様書には以下を記載するものとする。 

   ○工事の一時中止時における対応について 

（１）工事の一時中止については建設工事請負契約書第２１条に明記されている

ところであるが、詳細な手続や増加費用における具体的な考え方について

は、「建設工事の一時中止に係る事務処理要領について（防整技第１４６００

号。令和３年８月２６日）」（以下「事務処理要領」という。）によることとす

る。 

工事期間（15ヶ月）

工事期間（9ヶ月） 工事期間（6ヶ月）中止期間（4ヶ月）

契約工期(15ヶ月)

契約工期(19ヶ月)

共通仮設費率及び現場管理費率の算定に用いるＴ（工期）：１５ヶ月

共通仮設費率及び現場管理費率の算定に用いるＴ（工期）：１５ヶ月(変更なし)

中止期間（4ヶ月）

Ｔ（工期）には中止期間の
月数を加算しない

当 初

工期延期

工事の一時中止発生に伴い工期延期（4ヶ月）を行ったと仮定

工期末
Ｘ月

工期始
0月

工期始
0月

工期末
(Ｘ＋4)月



 

（２）受注者は、建設工事請負契約書第２１条第３項に基づく必要な費用を請求

する場合は、事務処理要領に規定されている工事一時中止に伴う増加費用の

見積書及び見積書の根拠資料を発注者へ提出することとする。 

 

第９ その他 

   本要領の運用にあたり、これによりがたい場合は、施設技術管理官と協議する

ものとする 

 



 

別紙第１ 

 

一時中止の手続に係る基本フロー 

  

工期短縮 協議 

工期短縮可能 

受注者 発注者 

現場管理計画書の作成、提出 

・現場体制の縮小、再開 

・現場の維持、管理 

・中止に伴う増加費用 etc 

工期短縮計画書の作成、提出 

・短縮に伴う増加費用 etc 

工事再開 

工期短縮可能か？ 

工事内容変更報告書 

の作成 

受発注者間にて工期又は請負代金額の変更協議 

契約変更 

工事の中止 

工期短縮計画書の承諾 

※建設工事の設計変更事

務処理要領に基づき手続

きを実施 

工事施工不可要因の発見 

工事の契約成立 

工事再開通知 

工期短縮の必要性判断 

工事の一時中止を検討 

一時中止の通知 

現場管理計画書の承諾 

工事施工不可要因の

発生 

工事完成 

工期短縮不可 



 

別紙第２ 

 

内訳明細書例 

 

 

 

 

名        称 摘     要 数量 単位 金    額 備  考 

直 接 工 事 費      

○ ○ 工 事 
 

１ 式 
20,000,000 
20,000,000 

0 

 

○ ○ 工 事 
 

１ 式 
15,000,000 
15,000,000 

0 

 

○ ○ 工 事 
 

１ 式 
10,000,000 
10,000,000 

0 

 

共 通 費      

共 通 仮 設 費 
 

１ 式 
1,800,000 
1,800,000 

0 

 

現 場 管 理 費 
 

１ 式 
7,000,000 
7,000,000 

0 

 

工事一時中止に伴う 

増 加 費 用 

 
１ 式 

0 
4,000,000 
4,000,000 

 

計 （ 工 事 原 価 ） 
 

  
53,800,000 
57,800,000 
4,000,000 

 

一 般 管 理 費 等 
   5,000,000 

5,500,000 
500,000 

 

合 計 （ 工 事 価 格 ） 
   58,800,000 

63,300,000 
4,500,000 

 

 
   (57,624,000) 

(62,034,000) 
(4,410,000) 

 

消 費 税 等 相 当 額 
   4,704,000 

5,064,000 
360,000 

 

 
   (4,609,920) 

(4,962,720) 
(352,800) 

 

      

工 事 費 
   63,504,000 

68,364,000 
4,860,000 

 

    (62,233,920) 
(66,444,000) 
(4,210,080) 

 



 

別紙様式第１ 

 

令和  年  月  日 

 

受注者住所 

会 社 名 

代表者氏名      殿 

 

契約担当官等       

   

 

工事の一時中止について 

 

工事名 

工 期 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

令和  年  月  日に契約を締結した上記工事は次により工事を一時中止され

るよう、契約書第２１条第２項の規定により通知します。これに伴い現場管理計画書

を作成し、提出をお願いします。 

 

１ 一時中止をする理由 

２ 一時中止の内容 

（１） 一時中止する工事の工種 

（２） 一時中止する工事区域 

（３） 一時中止期間 

３ 管理体制の基本的事項 

    一時中止期間における工事現場の維持管理を付紙により行うこと 

４ 現場管理計画書の提出 

    一時中止期間中の維持管理に関する現場管理計画書を発注者に提出し、その承

諾を得ること。 

 

 

 

 

 

 



 

付紙 

 

一時中止期間における工事現場の維持管理の基本的事項 

 

（監理技術者等の専任の有無について） 

 

 

（現場の巡視について） 

 

 

（関係者の緊急連絡体制及び対応について） 

 

 

（その他） 

 



 

 別紙様式第２ 

 

令和  年  月  日 

 

受注者住所 

会 社 名 

代表者指名      殿 

 

契約担当官等        

     

 

一時中止中の請負工事の再開について 

 

   工 事 名 

   一時中止期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

 令和  年  月  日付けの通知の標記工事は、令和  年  月  日より再

開されるよう通知します。 

  



 

 別紙様式第３ 

 

令和  年  月  日 

 

 

契約担当官等 

          殿 

  

受注者住所         

    会 社 名         

   代表者氏名         

 

工事一時中止に伴う現場管理計画書について 

 

   工事名 

 

 令和  年  月  日付けで工事一時中止の通知があった標記工事について、付紙

のとおり現場管理計画書を提出します。 

  



 

付紙 

 

現場管理計画書 

 

１ 一時中止時点における内容 

（１）一時中止する工種の出来形 

（２）職員の体制 

（３）労務者数 

（４）搬入材料 

（５）建設機械器具 

 

２ 一時中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること。 

 

３ 一時中止期間中の工事現場の維持管理に関すること。 

 

４ 一時中止に伴う増加費用及び算定根拠に関すること。 

 

５ 一時中止した工事現場の管理責任に関すること。 

  



 

別紙様式第４ 

 

令和  年  月  日 

 

契約担当官等 

          殿 

 

受注者住所                

   会 社 名 

       代表者氏名         

 

工事一時中止に伴う工期短縮計画書について 

 

   工事名 

 

 令和  年  月  日に契約を締結した上記工事について、付紙のとおり工期

短縮計画書を提出します。 

  



 

付紙 

 

工期短縮計画書 

 

１ 工期短縮に必要な施工計画、安全衛生計画に関すること。 

 

２ 工期短縮に伴う施工体制と短縮期間に関すること。 

 

３ 工期短縮に伴い、新たに発生する増加費用及び算定根拠に関すること。 

 

  



 

別紙様式第５ 

 

令和  年  月  日 

 

契約担当官等 

         殿 

 

    受注者住所        

会 社 名         

                        代表者氏名        

 

  ○○工事に係る一時中止に伴う請負代金額の変更について 

 

現在当社で施工中の○○工事の一時中止に伴う請負代金額の変更について、工事請

負契約書第２１条第３項により下記のとおり協議いたします。 

 

記 

 

協議額  ￥  ○○○ 

 

以 上 

 

  

  



 

別紙様式第６ 

 

令和  年  月  日 

 

 受注者住所 

 会 社 名 

 代表者氏名       殿 

 

契約担当官等       

   

 

○○工事に係る請負代金額の変更について（協議） 

 

 標記について貴社より令和  年  月  日付けで提出の工事請負契約書第２１

条第３項に基づく工事の一時中止に伴う請負代金額変更協議については、当局において

細部について検討した結果、下記のとおりその金額を算定したので協議します。 

 なお、この金額に異存がない場合には、承諾書を提出願います。 

 

記 

 

  １ 工事名    ○○工事 

  ２ 協議金額   ○○○ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙様式第７ 

 

令和  年  月  日 

 

 契約担当官等 

         殿 

 

 

受注者住所        

会 社 名        

代表者氏名        

 

 

  承 諾 書 

 

 令和  年  月  日付けで協議のあった、工事請負契約書第２１条第３項に基づ

く工事の一時中止に伴う請負代金額変更協議について承諾します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


